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１　はじめに
　わが国の国家財政については，未曾有の債務残高が非常に懸念されていると
ころである。2012年３月末において，国が抱える内国債，借入金，政府短期証
券の債務残高は960兆円であり⑴，その残高が1,000兆円を超えるのは時間の問
題という状況にある⑵。
　わが国においては，このような債務の返済のための財源は，将来の税収に
よって賄われることが基本とされている。しかし，債務の元利金返済のための
公債費は新規の公債発行額を下回っている状態であり，消費税増税や政府支出
削減などの改善努力はあるものの，債務残高の膨張に歯止めをかける有効な策
を見出すことが困難な状況にある。
　諸外国を見渡すと，国家財政を支える収入の種類も多様であり，とくに天然
資源収入によって収入の相当部分が占められている国も少なくない⑶。これに
対して，わが国の国家財政には，天然資源収入に相当する収入がほとんど見当
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⑴　財務省発表「国債及び借入金並びに政府保証債務現在高」（2012年５月10日）による。
⑵　2012年度末の見通しは，1,086兆円と発表されている（財務省「日本の財政関係資料」2012年２月）。
⑶　天然資源に関する税金およびロイヤルティについての各国の取り扱いの状況，さらに税金やロイ
ヤルティがもたらす影響については，Otto et al.（2008, 7-40）を参照。
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たらない⑷。わが国は，もともと資源小国といわれて久しいが，それでも国有
地からの石油・天然ガス等の産出がないわけではない。また，海洋・海底資源
に目を向けると，小さい領土に比べて大きな領海を有することから，領海内で
天然ガス，希少金属，レアアース等が産出される可能性についてしばしば報道
されている。このような天然資源については，わが国の経済振興はもとより，
国家財政への寄与に対しても期待が寄せられるところである。さらには，電磁
波の周波数帯など，非従来型の天然資源にも注目が集まっている⑸。今後は，
長期的な視点で，これらの天然資源に関連する収入を国家財政に取り込むしく
みを確立していることが重要ではないかと思われる⑹。
　以上のような天然資源は，国家財政との関係で議論されるとき，当然に公会
計の問題を生じさせる⑺。すなわち，国民等の公会計の利用者は，公的主体が
保有・管理する天然資源に関する情報に関心を有し，それらの情報をどのよう
に提供していくかは，公会計にとって大きな課題となる。とくに，天然資源資
産を公的主体の貸借対照表において認識するか否かが主要な論点となりうる
し，これに関連して天然資源に係る収入やコストをどのように損益計算書やコ
スト計算書に反映していくかも論点となりうる。さらに，公的主体の管理下に
─────────────────
⑷　地方税としての鉱産税（地方税法第519条・第520条），鉱区税（地方税法第178条）などがあるが，
その規模は，平成22年度の実績で，鉱産税が1,754百万円，鉱区税が393百万円にとどまる（総務省
「平成24年度　地方税に関する参考計数資料」）。もちろん，石油等の流通段階においては，さまざ
まな税金が課されていることには，留意が必要である。
⑸　わが国における議論については，総務省から公表されている「周波数オークションに関する懇談
会報告書」（2011年12月）を参照。
⑹　Nakhle（2010, 89）では，石油資源を利用した財政制度設計の問題は，石油資源を有する公的主体
が当該資源の採掘から生じる富の公正な割合を獲得することと，投資家に対して炭化水素資源の最
適な経済的回収の確保を促進することという，２つの目的のバランスを達成することであると述べ
ている。
⑺　大塚（2012, 5）では，財政の健全化の観点から，政府会計のもつ問題点の１つとして，「ストッ
クとしての国や地方公共団体の資産・負債に関する情報開示が不十分であり，国や地方公共団体の
保有資産の状況や将来にわたる国民負担などの状況が分からない」ことが指摘されている。本稿で
取り上げた天然資源の公会計の問題も，このような問題点の改善に資することが期待されるもので
ある。
1032
719天然資源の公会計
ある資産の管理・保全の状況を説明するという，公的主体特有の受託責任の遂
行という役割を，天然資源についてどのように果たしていくかという論点もあ
る。しかしながら，このような天然資源をめぐる公会計の議論は，わが国の公
会計研究においてはほとんど行われてこなかった。本稿は，このような問題意
識に立って，天然資源の公会計について予備的な調査研究を行おうとするもの
である。
２　米国連邦会計基準諮問委員会の「討議資料」
　天然資源の公会計における取り扱いについては，米国連邦会計基準諮問委員
会（Federal Accounting Standards Advisory Board; FASAB）に設置された
天然資源作業部会（Natural Resources Task Force; NRTF）から2000年に公
表された討議資料「連邦政府による天然資源の会計」（FASAB NRTF 2000）
が有益な資料となる。この「討議資料」は，FASAB が有形固定資産の会計
（SFFAS 6）および補足的受託責任報告（SFFAS 8）の審議過程において，土
地を地表面の固定部分と定義する一方で，連邦政府の管理下にある天然資源は
土地プロジェクトから除外されたことに伴い，そのフォローアップ作業の一環
として設置されたNRTFの検討成果である。
⑴　天然資源の範囲
　このプロジェクトは，土地の会計処理問題に関連して設置されたものである
ため，当初は連邦政府の土地に関連する「伝統的な」天然資源を範囲とするこ
とが求められていたが，その後，作業部会の検討では，連邦政府が所有する，
または連邦政府の受託責任下にある⑻採掘可能な天然資源で，商業的市場が存
在するものが範囲とされた（FASAB NRTF 2000, 1-2）。
─────────────────
⑻　天然資源の所有とコントロールの問題については，Nakhle（2010, 112-114）を参照。
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⑵　天然資源報告の目的
　「討議資料」では，天然資源報告について，連邦政府財務会計概念書に定め
る連邦政府財務報告の目的から敷衍している。
　連邦政府財務報告の目的は，次のように要約される（SFFAC 1, pars. 
13-17）。
①　予算準拠──連邦政府の財務報告は，税金その他の手段を通じて調達した
資金について，また，特定の年度の政府予算を編成する歳出法および関連
法令に準拠した支出について，政府の説明責任を遂行するうえで役立つも
のでなければならない。
②　事業業績──連邦政府の財務報告は，報告主体のサービス提供の努力，コ
スト，および成果について，それらの努力と成果の財源が調達されてきた
方法について，ならびに当該主体の資産および負債の管理保全について，
利用者が評価するうえで役立つものでなければならない。
③　受託責任──連邦政府の財務報告は，政府の当年度における事業および投
資が国に及ぼす影響について，ならびに政府および国の財政状態がどのよ
うに変化してきたかまた将来においてどのように変化するかについて，利
用者が評価するうえで役立つものでなければならない。
④　システムと統制──連邦政府の財務報告は，財政管理システムおよび会計
および行政の内部統制について，①取引が予算及び法令に準拠して執行さ
れかつ連邦政府会計基準に準拠して記録され，②資産が不正・浪費・濫用
から適切に保全され，さらに③業績測定情報が適切に支持されていること
を保証するという観点から，それらが適切であるかどうか利用者が評価す
るうえで役立つものでなければならない。
　これらの連邦政府財務報告の目的に基づいて，「討議資料」では，天然資源
報告の目的は，次のように，①過去の業績に関する報告，②将来の管理を支援
するための報告，および③国富に関する報告という３つの目的として識別され
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ている。
①　過去の業績に関する報告
　天然資源報告では，過去の業績について，次のように，予算準拠，事業業績
または受託責任の観点から報告することができるとされている（FASAB 
NRTF 2000, 7）。
　第一に，予算準拠の観点からは，天然資源の財務報告は，意思決定者および
一般国民のために，天然資源に関連して収受する収入の使用を規制する法律に
準拠しているか否かについて判断するに際して有用な情報を提供することがで
きる。第二に，事業業績の観点からは，天然資源の財務報告は，意思決定者お
よび一般国民のために，報告主体がそのコスト，達成度，および資産・負債の
管理状況を評価するに際して有用な情報を提供することができる。第三に，受
託責任の観点からは，天然資源の財務報告は，意思決定者および一般国民のた
めに，便益と負担が現在の納税者から将来の納税者へと引き継がれるか否かお
よびその程度といった，報告主体の資産に対する受託責任を評価するに際して
有用な情報を提供することができる。
②　将来の管理を支援するための報告
　天然資源報告は，天然資源会計に対して，連邦の天然資源の将来における管
理と処分に関する政策決定者の意思決定に適合する情報を提供することによっ
て，役立つことができる。財務諸表において報告しうる天然資源情報の多くが，
受託責任や天然資源管理に関する主要な政策決定問題に対して適合するもので
ある（FASAB NRTF 2000, 8）⑼。
─────────────────
⑼　その一方で，財務報告には，次のような限界もある点が指摘されている（FASAB NRTF 2000, 8）。
●　財務報告は，特に貸借対照表および正味コスト計算書において，天然資源の販売に先立って
は通常存在しないような正確性が要求される。
●　財務報告は，ある主体にとって包括的な情報を提供するものである一方，多くの政策決定に
あたっては，特定領域の特定の資源にのみ焦点が当てられる。
●　財務報告は，将来の取引に関するよりも，過去の取引に関する情報を組織化する点で優れて
いる。
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③　天然資源に占める国富に関する報告
　連邦政府の会計実務については，一般に，天然資源に具現化されている国富
の状況に関する情報を提供するうえで役立つ可能性が指摘されてきた。しかし
ながら，NRTFは，関係機関との会合等を重ねた結果，連邦政府機関の財務
諸表は，国の天然資源資産に関する情報を表示する最善の方法ではないとの結
論に至っている（FASAB NRTF 2000, 8-9）。
　その理由としては，次の３点が指摘されている（FASAB NRTF 2000, 9）。
第一に，連邦政府は莫大な天然資源を保有しているが，連邦政府がすべての埋
蔵量を保有するという種類の資源は存在しない。したがって，一国の天然資源
に関する完全な会計は，連邦政府が保有する資源に限定された情報からは生み
出しえない。第二に，連邦政府によって保有される天然資源は，それらを資産
として完全に会計の対象とするには困難ないくつかの性質を有している。天然
資源の大部分が，将来時点では分からないが，現時点でほとんどまたはまった
く商業的価値を有していない。第三に，現在の連邦政府機関の活動は，連邦政
府によって保有されている天然資源の価値に関する包括的な情報を提供してい
ない。連邦の天然資源資産の特定部分についてのみ，価値に関する情報がこれ
らの資源の販売に至る管理プロセスの一部として作成されているが，販売が予
定されていない資源の価値についてはほとんど知られていない。
　このような検討の結果，国家の天然資源の国富の会計を開発するのは，むし
ろ FASAB 以外の他の諸機関の努力を通じて行うことがより適切であると述
べられている（FASAB NRTF 2000, 9-10）。
⑶　分析の枠組み
　FASABが「討議資料」において分析の枠組みとして示したものは，次の図
表１のとおりである。
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図表１　天然資源の諸段階
段階
ストック
フロー
振替に伴う増減
（政府の活動と取引）
その他の増減※ 採掘および使用
物理的 財務的 物理的 財務的 物理的 財務的 物理的 財務的
民間へ譲渡済 該当なし
利用可能
●　契約済みだが
譲渡未済
●　提供が計画済
●　その他利用可能 該当なし
利用不能
●　行政的に不可
●　法律的に不可
未発見の資源
※　技術進歩，情報の改善，自然の過程または市場の過程に起因する，資源の物量的または財務的価
値の見積りの変動。
出典　FASAB（2000, 16）。罫線の位置など，日本語訳を付すにあたり一部修正。
　基本的な発想は，政府部門から民間部門へ移転されるには諸段階があるとい
うものである。これらの諸段階の関係は振替えの関係であって，何らかのフ
ローが生じると，ある前段階のストックが減少し後段階のストックが増加す
る。最終のフローは，連邦政府部門から民間部門への譲渡を意味し，通常これ
には現金取引が伴う。また，天然資源の測定は，物理的にも貨幣的にも行うこ
とができる。物理的にも貨幣的にも測定の確実性が最大となるのは，資源が採
掘され販売される段階である。その前の段階では，測定の不確実性が存在して
いる（FASAB NRTF 2000, 12-16）。
⑷　一般的な報告原則
　次に，NRTFは，次のような３つの課題を取り上げて，一般的な報告原則
の開発に取り組んでいる（FASAB NRTF 2000, 17）。
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●　天然資源について何らかの価値を報告すべきか。その場合，天然資源の価
値をどの時点で報告すべきか。その報告は，主たる財務諸表において，ま
たは会計責任報告書（accountability report）のような他の場所において
行うべきか。
●　天然資源の販売から生じる収益は，どのように会計処理され，報告される
べきか。
●　天然資源の所有および販売に関連するコストは，どのように会計処理さ
れ，報告されるべきか。
　現在，連邦政府の会計および報告では，以下のような報告の選択肢が存在し
ている（FASAB NRTF 2000, 18-19）。
①　認識。主要財務諸表において行う情報の報告。特定の金額で仕訳を行い，
元帳に転記する。認識は，取引が測定可能で，金額が合理的に見積り可能
である場合にのみ可能である。
②　注記開示。主要財務諸表に対する注記において行う情報の報告。この情報
は，簡潔で，かつ主要財務諸表において認識された取引に関する追加的な
情報を提供し，または特定のデータまたは取引が認識から除外されている
理由を説明するという役割を果たす。注記開示は，基本財務諸表の不可分
の一部を構成するものととらえられる。
③　その他の報告。これには，以下のものが含まれる。
（ア）受託責任報告（stewardship reporting）。報告主体の財政状態を理解
するうえで重要ではあるが，純粋に貨幣額で測定が不可能で，簡潔な
注記によっても適切に開示することができないような，より広範な情
報を提供するために用いられる追加的な報告。
（イ）経営者による討議と分析（MD&A）。報告主体とその任務，活動・政
策・財務業績，および財政状態について，明確かつ簡潔な記述を提供
するために用いられる追加的な報告。
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725天然資源の公会計
（ウ）その他の報告情報。上記の報告手段のいずれにおいても報告されない
目的適合的な情報を報告するために用いられるその他の報告手段。強
制的補足情報（required supplementary information; RSI），その他の
会計情報（other accounting information; OAI）などが含まれる。
④　報告なし。ある種の天然資源については，何も報告されないという場合も
ある。
　これらの選択肢がある中で，天然資源資産の価値に関する報告についての
NRTFの結論は，ある連邦政府機関の管理下にある天然資源資産に関する情
報の報告は，主として受託責任報告によるべきというものであった。受託責任
報告は，販売予定の天然資源のみならず，（法律的および行政的に利用不可で
あるため）販売予定でない資源も含めて，天然資源に関する有意義で完全な情
報を報告することを可能とすると考えられている（FASAB NRTF 2000, 17）。
　受託責任報告は，天然資源情報の報告のための主要なツールとして用いるこ
とが可能であるとされ，受託責任報告によってある政府機関の天然資源に関す
る完全な評価を提供することが，そのような情報の一部が注記においてもまた
開示されるとしても，期待されていると述べられている（FASAB NRTF 2000, 
26）。
　貸借対照表目的のための資産の評価にあたっては，資産を商業目的で利用す
る意図が保証されていなければならないとする。このため，連邦政府が当該資
産を商業目的で利用することを保証していない状況においては，商業的価値を
決定する根拠が失われるとする。他方において，NRTFは，連邦政府が商業
目的で販売される可能性がある天然資源および連邦政府が受託責任を有する天
然資源に係るその他のデータを報告する責任は有しているとも述べている。ま
た，受託責任報告が，このような報告責任を果たすうえで最も有効な方法であ
ると述べている（FASAB NRTF 2000, 17）⑽。
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　収益の会計と報告については，交換収益（exchange revenue）の認識，そ
の表示場所（保全活動報告書（Statement of Custodial Activities），正味コス
ト報告書（Statement of Net Costs）等）等について議論されている。収益と
コストの対応の問題については，天然資源資産を認識しない限りにおいて，収
益と対応するコストが事実上ゼロとなる問題について論じられている
（FASAB NRTF 2000, 27-35）。
　コストの会計と報告については，資源販売原価，販売費，管理費，収益移転・
収入分配，に分けて議論されている。最も重要と思われる資源販売原価につい
ては，天然資源資産の認識があれば，その認識中止に伴ってコストを認識する
ということになるが，そのような資産の認識がなければ事実上ゼロとなり，そ
れがほとんどのケースに該当するとされる。ここでも，注記または受託責任報
告における報告が適切であるとされている（FASAB NRTF 2000, 36-41）。
３　米国連邦財務会計基準の展開
⑴　SFFAS 38による石油関連ロイヤルティの資産価値の報告
　米国では，FASABから，2010年４月13日付で，連邦財務会計基準書第38号
（SFFAS 38）「連邦政府の石油・ガス資源の会計」が公表されている。NRTF
による検討を受けて，FASABは，天然資源の会計と報告の問題について，明
示的には石油・ガスを最初に検討すべき天然資源として限定し，貸借対照表に
おける認識をはじめとする代替的な報告の選択肢のうち，どの方法で報告すべ
きかという点に焦点を当てて検討が進められた（SFFAS 38, pars. A1-A3）。検
討の結果，２次にわたる公開草案の公表とそれに対するコメントレターと
フィールドテストの結果を反映して，SFFAS 38が公表されるに至っている
─────────────────
⑽　米国会計検査院は，連邦政府機関の石油・ガス関連のロイヤルティの算定について，より正確性
を期すべきであるとの勧告を含む２つの報告書を発行している（GAO 2009; GAO 2010）。このよ
うな報告書の発行は，米国における天然資源ロイヤルティに関する政治的な関心の高さを示すもの
であろう。
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（SFFAS 38, par. A8）。
　この SFFAS 38では，石油・ガスの確認埋蔵資源の生産から生ずると見積も
られる石油関連ロイヤルティ（権利使用料）の価値について，当該ロイヤル
ティを徴収する責任を有する機関に対して，連邦政府の石油・ガスに係る石油
関連ロイヤルティを開示する明細表において報告すべきことが要求されてい
る。この明細表は，当該機関が管理するすべての重要な連邦政府の石油・ガス
埋蔵資源に関する討論の一部として，強制的補足情報（required supplemen-
tary information）に含めて開示しなければならない（SFFAS 38, par. 15）も
のとされる。この石油関連ロイヤルティの価値は，確認埋蔵資源に生ずる将来
のロイヤルティ収入を無リスク利子率で割り引いた現在価値と近似すべきもの
とされる（SFFAS 38, pars. 17-19）が，代替的測定方法として，そのような現
在価値を合理的に見積もることができない場合には公正価値（fair value）ま
たは現在価格（current price）を測定する方法も許容されている（SFFAS 38, 
par. 22）。連邦政府の石油・ガス確認埋蔵資源から生じる石油関連ロイヤルティ
の資産価値に関する開示の例は，図表２のとおりである。
　また，石油・ガス確認埋蔵資源の生産から生じる連邦政府の石油関連ロイヤ
ルティは，州政府，その他の連邦政府機関，および国庫に収納されるべきもの
であるが，それら以外の他者に分配する場合には，当該他者に分配されるロイ
ヤルティ収入の価値を開示しなければならない（SFFAS 38, par. 24）。
　以上のような石油関連ロイヤルティの資産価値および他者に分配される石油
関連ロイヤルティの価値は，毎年度末において評価されなければならないもの
とされる（SFFAS 38, par. 27）。
　SFFAS 38は，2011年９月30日後に開始する年度からの RSI に適用される
（SFFAS 38, par. 30）。さらに，SFFAS 38によって要求される情報は，３年間
にわたりRSI として報告された後に，基本的情報（basic information）へと移
行されることが予定されている。基本的情報には，財務諸表における認識と注
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記開示があり，FASABは，そのいずれかとするかの決定を当該３年が終了す
る前に行う予定とされている。SFFAS 38は，その決定が行われるまで有効と
される（SFFAS 38, par. 31）。
⑵　SFFAS 38の適用延期
　SFFAS 38の適用は，上述のとおり，公表当初は2011年９月30日後に開始す
る年度からの予定であった。その後，2011年７月６日付で，連邦財務会計基準
書第41号（SFFAS 41）「SFFAS 38『連邦政府の石油・ガス資源の会計』の適
用期日の延期」が公表され，SFFAS 38の適用が１年延期されることとなった
（SFFAS 41, pars. 1-3）。
　しかしながら，内務省の天然資源の管理保全を行う行政組織の再編によっ
て，関連する新設の組織から，組織再編に伴って発生した問題を理由に適用の
図表２　石油関連ロイヤルティの資産価値の開示例
連邦政府の石油・ガス資源からの石油関連ロイヤルティの見積資産価値の明細表
20X3年９月30日現在（単位千ドル）
海洋 地域１ 地域２ 地域３ 地域４ 地域５ 計
乾性ガス
湿性ガス
NGPLs
石油
凝縮油
$4,500,000
500,000
500,000
5,500,000
250,000
$3,960,000
440,000
440,000
4,840,000
220,000
$2,880,000
320,000
320,000
3,520,000
160,000
$3,240,000
360,000
360,000
3,960,000
180,000
$3,420,000
380,000
380,000
4,180,000
190,000
$18,000,000
2,000,000
2,000,000
22,000,000
1,000,000
海洋計 $11,250,000 $9,900,000 $7,200,000 $8,100,000 $8,550,000 $45,000,000
陸上 地域１ 地域２ 地域３ 地域４ 地域５ 計
乾性ガス
湿性ガス
NGPLs
石油
凝縮油
$2,625,000
250,000
250,000
3,000,000
125,000
$2,310,000
220,000
220,000
2,640,000
110,000
$1,680,000
160,000
160,000
1,920,000
80,000
$1,890,000
180,000
180,000
2,160,000
90,000
$1,995,000
190,000
190,000
2,280,000
95,000
$10,500,000
1,000,000
1,000,000
12,000,000
500,000
陸上計 $6,250,000 5,500,000 $4,000,000 $4,500,000 $4,750,000 $25,000,000
海洋・陸上計 $17,500,000 $15,400,000 $11,200,000 $12,600,000 $13,300,000 $70,000,000
出典　FASAB, SFFAS 38, Appendix B．なお，20X2年９月30日現在の比較情報は省略した。
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延期の要請があった⑾。これに応じる形で，2012年９月30日後に開始する年度
からの適用へと，１年の延期が決定された（SFFAS 41, pars. A1-A7）。
⑶　石油・ガス以外の天然資源のロイヤルティの資産価値の報告
　SFFAS 38の公表後，FASABは，SFFAS 41と同じく2011年７月６日付で，
専門広報第2011-1号（Technical Bulletin 2011-1）「石油・ガス以外の連邦政府
の天然資源の会計」を公表した。
　このTB 2011-1によると，連邦政府機関は，⑴リース，契約その他の長期的
合意に基づき，かつ，⑵報告日において合理的に見積り可能な，連邦政府の再
生不能天然資源から生ずるロイヤルティその他の収入の価値について，
SFFAS 38と同様の方法で，RSI において報告することが要求されている（TB 
2011-1, pars. 12-13）。SFFAS 38は，石油・ガス以外の連邦政府の天然資源へ
の適用を明示していなかったが，その他の種類の天然資源については，一般に
認められた会計原則の適用上，SFFAS 38が考慮されるべきものとされていた
（SFFAS 38, par. 9）。TB 2011-1は，石油・ガス以外の天然資源の取扱いを明
確にしたものといえる。
　TB 2011-1は，2013年９月30日後に開始する年度からの RSI に適用される
（TB 2011-1, par. 30）。RSI から基本的情報への移行については，石油・ガスか
ら生ずるロイヤルティの価値と同様のプロセスによって決定されることが予定
されている（TB 2011-1, par. 31）。
４　天然資源の報告の特徴──無形資産の報告との類似性
　前節では，天然資源の報告に関する FASAB における近年の議論の概要を
─────────────────
⑾　具体的には，海洋エネルギー管理規制執行局（Bureau of Ocean Energy Management, Regula-
tion and Enforcement; BOEMRE）と天然資源歳入局（Office of Natural Resources Revenue; 
ONRR）から要請があったとのことである（SFFAS 41, pars. A5-A6）。
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述べた。現在のところ，他の基準設定機関等においては，天然資源資産の財務
諸表における認識を含めた議論は，それほど深まってはいないと思われる⑿。
そもそも天然資源について説明責任を有する主体は，事実上，天然資源を含む
土地のみならず私権の及ばない地下資源や海底資源に対して主権を有する国等
に限定されるので，天然資源の報告もまた事実上，公会計（とくに国が行う公
会計）の問題に限定される。さらに，公会計の議論も，発生主義会計が適用さ
れていない状況において天然資源資産を認識する余地はないので，天然資源の
報告の議論は，発生主義会計が導入された後の議論となる。
　ここまでの天然資源の報告に関する検討を踏まえると，天然資源の報告に
は，無形資産（intangibles）の報告との類似点が多いことに気付く。天然資源
は，もちろん有形の資産であるから，無形資産の定義には合致しないものと考
えられるが，鉱業権などの無形資産として取り扱われることもある。さらに，
財務諸表における認識とそれ以外の方法による報告という，報告の方法に関す
る選択の問題が伴うという点でも共通している。以下では，⑴報告の対象，⑵
財務諸表における認識，⑶報告情報の種類と報告の方法といった３つの視点に
基づいて，より詳しく検討を加えることにする。
⑴　報告の対象
　天然資源の報告の出発点は，どのような天然資源を報告の対象とするかで
あった。FASABの議論では，天然資源がある公的主体の受託責任の下にある
ことが当該天然資源を報告の対象とするための要件となっている。この要件
は，企業会計や公会計における通常の資産に関する議論とは部分的に異なって
いる。すなわち，資産の定義に通常含まれる，報告主体による支配が要件とさ
─────────────────
⑿　例えば，国際公会計基準においては，通常の有形固定資産の会計処理を定めた国際公会計基準
（IPSAS）第17号「有形固定資産」において，天然資源を適用範囲から明示的に除外している（IPSAS 
17, par. 5(b)）が，別途，天然資源に関する会計基準を設けているわけではない。
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れているわけではなく，理論的には，当該報告主体による有効な支配が及んで
いない資源でも，受託責任の対象となっている場合（例えば，所有していない
がロイヤルティの収受について責任を有する場合など）には，報告の対象とな
りうる。その意味では，天然資源の報告は，伝統的な会計の範囲を超えた，受
託責任報告の範疇に含まれる問題とされるべき可能性がある。
　他方，無形資産の報告においても，財務諸表において認識されるものは，企
業会計でも公会計でも，通常，法的な分離可能性や識別可能性が要件として課
されており，報告主体による有効な支配が及んでいる。しかしながら，そのよ
うな要件を満たさない無形資産であっても，当該報告主体によって何らかの形
で活用され，その結果として事業上のキャッシュ・フローをもたらす場合もあ
る。財務諸表において認識されない場合でも，このような無形資産の活用状況
について，財務諸表以外の報告の方法によって利用者に報告することも有益で
ある場合がありうる。
⑵　財務諸表における認識
　天然資源の報告の方法のうち，最も正式なものは財務諸表における認識であ
る。FASABの「討議資料」では，当時において米国内の連邦政府機関が行っ
ていた会計処理の調査結果が示されている。そこでの会計処理は，概ね，ロイ
ヤルティ収入について収益（正味コスト報告書における表示が多い）として認
識する会計処理が中心であり，現金収支を伴わない天然資源資産の貸借対照表
における認識やそれに連動する資源販売コストの認識などの会計処理は行われ
ていない⒀（FASAB NRTF 2000, 48-80）。
　さらに，SFFAS 38においても，天然資源資産を財務諸表において認識する
方法は採用されず，財務諸表以外の手段によって，天然資源から生ずるロイヤ
─────────────────
⒀　例外的に，販売契約が締結された森林資産については，資産として認識する実務があるとされて
いる（FASAB NRTF 2000, 48-53）。
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ルティ収入の価値を報告する方法が採用されている。
　このような天然資源の報告は，財務諸表において自己創設の無形資産を認識
しないとする，現在の企業会計において採用されている考え方と通じるところ
がある。無形資産の事業上のキャッシュ・フローに及ぼす影響は，貸借対照表
におけるストックの情報ではなくて，収益の増加や費用の減少という形で，各
期の損益計算書におけるフローの情報に反映されることになる。事業の持続可
能性の前提のもと，利用者は，このようなフローの情報に基づいて将来の
キャッシュ・フローに関する期待を形成することになり，無形資産のストック
としての価値の評価は利用者の側にゆだねられている⒁。
　公会計では，会計情報の役割を企業会計のように投資家による企業価値の推
定に役立つ情報の提供という利用者固有のリターンを直接的に捉えた枠組みで
考えることは難しい。しかしながら，少なくとも公的主体が営む事業について
一般市民等の利用者が事業の持続可能性を評価するうえで役立つ情報を提供す
る観点⒂から，測定可能性が低い天然資源や無形資産についてこれを貸借対照
表において認識しない会計処理が，認識する会計処理に対して一律に劣位にあ
ると判断されるわけではないと思われる⒃。
⑶　報告情報の種類と報告の方法
　すでに述べた⑵と関連する論点ではあるが，天然資源の報告についても，無
形資産の報告と同様，伝統的な財務報告の枠組みにとらわれない種類の情報の
開示が必要となろう。この種の取り組みについては，実務慣行の積み重ねと開
示された情報の有用性のチェックというプロセスの繰り返しが必要であり，そ
─────────────────
⒁　藤田（2012, 147-160）では，公正価値と歴史的原価に基づく無形資産情報のレリバンスについて
検討されており，公正価値に基づく無形資産情報のみが企業価値の推定に役立つ情報を提供するわ
けではないことが指摘されている。
⒂　詳しくは，川村（2010）を参照。
⒃　無形資産に関する議論については，Skinner（2008）を参照。
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の意味で経験の積み重ねがある無形資産の報告における取り組みが参考になろ
う⒄。また，企業会計においても，天然資源資産に関する財務諸表外での開示
については，米国証券取引委員会（Securities and Exchange Commission）に
よって，石油・ガス埋蔵資源の開示ルールの現代化が進められているところで
ある（SEC 2008）。
　さらに，公会計では，元来，政策の達成度等のアウトカムの評価に関して非
財務情報を利用する枠組みが重視されており，また公的主体が管理する財産の
受託責任に関する情報の提供など，伝統的な財務報告の枠組みにとどまらない
解決策のアイディアが数多く示されている。天然資源の報告については，この
ような既存の公会計における非財務報告（FASABのいう受託責任報告などを
含む）という枠組みに照らした検討もまた必要となる。
　以上のように，天然資源の報告と無形資産の報告には，多くの共通の課題が
残されていることが分かる。このことは，ある資産を財務諸表において認識す
るかどうかという問題は，資産が有形であるか無形であるかという形式的な相
違を超えた問題として存在することを示唆しており，無形資産の報告について
より包括的な視点からの検討が必要とされていることを示している。また逆
に，天然資源の報告を考える上での手がかりを無形資産の報告が与えてくれる
可能性も示唆している。
５　おわりに
　本稿では，天然資源の報告の問題について，主として米国の連邦政府会計基
準の設定主体である FASAB での議論を参考に検討した。現在のところ，天
─────────────────
⒄　例えば，企業会計における無形資産の報告では，投資額（支出額）に関する情報の開示が重視さ
れる（Wyatt and Abernethy 2008）。公会計においても，資源開発のための投資額（支出額）に関
する情報は，同様に重視されるべきであるが，古来から存在していた資産という意味では，無形資
産との間に相当の開きがあることは指摘しておかなければならないであろう。
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然資源資産について，そこから生じるロイヤルティの価値を財務諸表以外の報
告手段を用いて報告する制度が整備されつつあり，新しい実務が積み重ねられ
ようとしていることを指摘した。
　また，天然資源の報告に内在する公会計上の課題は，企業会計における無形
資産の報告をめぐっての議論が参考となることを指摘した。
　本研究は，天然資源の公会計に関する予備的な考察を行うにとどまってお
り，研究上の課題も多く残されている。例えば，報告される天然資源の価値の
概念や測定手法，報告される情報の種類，無形資産の報告との比較による天然
資源報告のフレームワークの開発，などが具体的な課題として指摘されよう。
これらの課題については，別稿を期したいと考えている。
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